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愛媛労働  

毎月 15 日に愛媛県内の労働に関する情報をお届けしています。 
(15 日が土日祝日の場合は、前営業日となります。) 

～役立つ愛媛の労働情報～ 

令和５年７月号 
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資金使途は、離職によって、本人又は離職者が

扶養する者の生活に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％ 

（別途、保証料がかかります。） 

○ 返済期間／５年以内 

（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○ 限度額／１００万円（離職者一人につき） 

○  保証／保証機関の保証及び連帯保証人１名が

必要です。 

○  必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）

証明書等主として申込人の収入によって世帯の

生計を維持していたことを証する書類、その他審

査に必要な書類 

 

 

資金使途は、本人又は休業者が扶養する者の生活

に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％ 

（別途、保証料がかかります。） 

○ 返済期間／５年以内 

（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○  限度額／１００万円（休業者一人につき） 

○  保証／保証機関 

○ 必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）

証明書等主として申込人の収入によって世帯の

生計を維持していたことを証する書類、その他

審査に必要な書類 

 

       

 

 

 

≪概要≫ 

離職されて求職活動を行っている方、または休業中の勤労者の生
活安定に資することを目的とした融資制度です。 

 

≪お申込み可能な方≫ 
離職後、求職活動を行っている方、または、休業中の方で、かつ、以

下の全てに該当する勤労者が対象です。 
 
〇 原則として、愛媛県内に住所を有し、かつ、その期間が引き続き

1年以上であること。 
〇 原則として、18歳以上 65歳以下であること。 
（離職者の方） 

・ 離職前において、原則として引き続き 1年以上同一事業所に勤務してい

たこと。 

・ 離職前において、主としてその収入によって、世帯の生計を維持してい

たこと。 

・ 離職の原因が、懲役以上の法定刑に当たる行為でないこと。 

（休業者の方） 

・ 原則として引き続き 1年以上同一事業所に勤務していること。 

・ 主としてその収入によって、世帯の生計を維持していたこと。 
 

 

 

 

離職者等緊急生活資金のご案内 

離職者緊急生活資金 休業中の緊急生活資金 



   

 

 

 

○ 住  所：松山市湊町 5 丁目 1 番地 1 

いよてつ高島屋南館 3 階 

○ 利用時間：10 時～18 時（月～土曜日） 

○ 電  話：089-948-2832 

○ E-mai l：sp-station@lagoon.ocn.ne.jp 

○ H P：http://www.i-esapo.jp/ 
 
※南予地域（宇和島市・八幡浜市・大洲市）で

は出張相談会を実施（10 時～16 時） 

 

 

 

○ 住  所：新居浜市繁本町 8-65 

（新居浜市市民文化センター内） 

○ 利用時間：10 時～18 時（月～金曜日） 

○ 電  話：0897-32-2181 

○ E-mai l：toyo-sp@mxi.netwave.or.jp 

○ H P：http://www.i-tsapo.jp/ 
 
※今治市・西条市・四国中央市では出張相談会を

実施（13 時～17 時） 

 

 

愛媛県では、ニートと呼ばれる若者及び就職氷河期世代の

職業的自立を支援する窓口として、 

○ えひめ若者サポートステーション（えひめサポステ） 

○ 東予若者サポートステーション（東予サポステ） 

を設置しています。まずは一歩、お気軽にご相談ください。 

 

 

 

 

 
 
【支援対象】 

15 歳～49 歳で仕事に就いておらず、家事も通学もしていない方及びその保護者等 
【支援内容】 

 個別相談・グループカウンセリング（相談員、臨床心理士によるものなど） 

 職業ふれあい事業（職場見学、社会見学、ボランティア活動など） 

 ジョブトレーニング（ジョブトレーナー付き添いによる職場体験など） 

 ワークショップ、セミナー（パソコン個別指導、ボイストレーニンクなど） 

 保護者セミナー（親子ふれあい心理講座、わかりやすい交流分析など） 

 職場体験・職場チャレンジ事業（短期(3 日程度)の職場体験、1 か月の職場訓練など）  

【設置場所など】 

 

地域若者サポートステーションのご紹介 

えひめ若者サポートステーション 東予若者サポートステーション 

http://www.i-esapo.jp/
http://www.i-tsapo.jp/


 

令和 5年度 愛媛県働き方最適化支援事業 
（働き方改革実践モデル企業創出事業） 

 

 

 

 

 
「やる気」だけご準備を！ 専門コンサルタントと一緒に働き方改革に取り組む企業を募集します！ 

人手不足時代に強い職場を作る！ 
 愛媛県では、人口減少が見込まれるこれからの時代を見据えた魅力ある職場づくりのモデル事例を 

生み出すため、専門コンサルタントと共に働き方改革に取り組んでいただける企業を募集します。 

■実施期間      令和５年８月～令和６年２月 

■募集企業数     3社（申込企業の中から取組意欲や事例汎用性などの観点により選考し決定） 

■参加料        無料（コンサルティング（訪問・WEB支援）は１企業当たり５回を上限とします。） 

■対象企業      １）愛媛県内に本社を有しており、常時雇用する労働者が概ね 300人以下の中小

企業であること  

              ２）本事業の参加後も引き続き自立的に働き方改革に取り組む予定であること 

              ３）モデル事例として本事業を通じた取組内容を県が周知・広報する際、積極的な協

力が可能であること 

■申込方法      裏面最下段「お申し込みについて」参照 

■支援の流れ     下記フローに沿って１企業当たり５回の訪問・WEB支援を実施します 

 ３社限定 

参加無料 

応募受付期間 令和５年６月 28日（水）～７月 31日（月）必着 

参加企業選定⇒

3社合同説明会

令和5年8月25日（金）予定

現状調査実施
第１回訪問・WEB支援

方針決定・キックオフ

第２回訪問・WEB支援

定例会・実践支援

第３回訪問・WEB支援

中間検証・社内報告

第４回訪問・WEB支援

定例会・実践支援

第５回訪問・WEB支援

定例会・成果確認
3社合同報告会

令和6年2月予定

本事業は愛媛県が「株式会社ワーキンエージェント」に業務を委託して実施します。 

事業の詳細・お申込みに関しては裏面をご覧ください。 

愛媛県 
イメージアップキャラクター 

「みきゃん」 
愛媛県 

「ダークみきゃん」 



 
本事業の特長 

①企業の業種・ニーズに応じたコンサルタントが働き方改革を伴走支援！ 

現状・取組目標に合わせて専門コンサルタントが各企業を個別に支援します。 

コンサルタント例…働き方改革専門コンサルタント/中小企業診断士/経営士/組織分析コンサルタント/ 

キャリアコンサルタント/業務改善コンサルタント/社会保険労務士など 

支援例 

全社一丸となって、業務改善・人材確保の一歩に！ 

 

お互いカバーできる体制づくりで 

働きがいのある職場に！ 

１ 
支援事例 

 

多能工（マルチスキル）化の推進 

1 人が複数の機械・作業・処理を担当できるようにスキルアップ。 

現在の人員で生産性を向上させ、属人化も解消。 

多様な働き方の推進で 

働きやすい職場に！ ２ 
支援事例 

 

フレックスタイム、時差出勤、テレワークなどの導入 

従業員が「時間」「場所」といった従来の枠組みにとらわれることなく、

働き方を選択できる制度により両立支援や生産性向上を達成。 

無駄な業務の見直しで 

より生産性の高い職場に！ 

3 
支援事例 

 

業務の棚卸、業務分析、標準化などの取組 

売上や生産性を落とさず、長時間労働の削減や休暇取得率を

向上させるために、業務全体を見直し柔軟な組織体制を構築。 

社員の対話や連携を強化し 

活気あふれる職場に！ 4 
支援事例 

 

コミュニケーションの活性化、個別面談、組織連携 

上司や部下、他部署間などの様々な角度からコミュニケーションを

改善。お互いの理解促進だけでなく、円滑な業務連携が可能に。 

お申込みについて 

○えひめ電子申請システム（手のひら県庁）内の  「令和５年度働き方改革実践モデル企業創出事業参

加申込フォーム」 からお申し込みください（フォームのご利用が難しい場合はメールや FAX でのお申し込みも可能です）。 

＊申込フォーム URL  ：https://apply.e-tumo.jp/pref-ehime-u/offer/offerList_detail?tempSeq=1662  

○その他、事業の詳細については県ホームページをご参照ください。 

＊県ホームページ URL：https://www.pref.ehime.jp/h30500/saitekika.html 

○申込フォームに記載された内容に基づき、8/7(月)までに対象企業を選定のうえ、結果をお知らせします。 

○本事業に関するお問い合わせについては、下記連絡先までご連絡ください。 

【お問合せ先】 愛媛県労政雇用課 働き方改革推進グループ 

TEL:089-912-2502  FAX:089-912-2508 

E-mail:rouseikoyou@pref.ehime.lg.jp 

 取組施策 

 

 取組施策 

 

 取組施策 

 

 取組施策 

 

②参加企業３社合同のキックオフ・報告会で「気付き」が広がる！ 

参加企業 3 社合同の説明会（キックオフ）・成果報告会を通じて、他の企業の 

参加理由や取組の成果を直接聞くことができ、新たな「気付き」につながります。 

申込フォーム 県ホームページ 

https://apply.e-tumo.jp/pref-ehime-u/offer/offerList_detail?tempSeq=1662
https://www.pref.ehime.jp/h30500/saitekika.html






   

 

 

労働問題でお悩みの方は、 

中小企業労働相談所をご利用ください。 

 

各中小企業労働相談所では、相談員が相談をお受けするほか、関係機関

への紹介等も行っています。（労働者の方、使用者の方、どちらの相談に

も応じます） 

また、中予地方局に設置している松山中小企業労働相談所では、毎月２

回（原則、第一・第三金曜日の１０時から１５時）労働問題の専門家であ

る社会保険労務士による相談も実施しています。 

いずれも相談料は無料で、秘密は厳守しますので、お気軽にご利用くだ

さい。 

電話での相談もお受けしています。 

 

【愛媛県中小企業労働相談所】 

 

相談所 所在地 受付時間 電話番号 

西条中小企業労働相談所 

（東予地方局商工観光課内) 

〒793-0042 

西条市喜多川 796-1 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0897-56-1300 

（内線 465） 

今治中小企業労働相談所 

（東予地方局今治支局商工観光室内） 

〒794-8502 

今治市旭町 1-4-9 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0898-23-2500 

（内線 318） 

0898-22-8598 

（直通） 

松山中小企業労働相談所 

（中予地方局商工観光課内） 

〒790-8502 

松山市北持田町 132  

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

089-909-8760 

（直通） 

宇和島中小企業労働相談所 

（南予地方局商工観光課内） 

〒798-8511 

宇和島市天神町 7-1  

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0895-28-6146 

（直通） 

八幡浜中小企業労働相談所 

（南予地方局八幡浜支局商工観光室内） 

〒796-0048 

八幡浜市北浜 1-3-37 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0894-22-4111 

（内線 234） 

中小企業労働相談所のご利用について 

tel:0897561300
tel:0898232500
tel:0898228598
tel:0899098760
tel:0895286146
tel:0894224111


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜・宇和島産業技術専門校 オープンキャンパスの開催について 

 愛媛県立産業技術専門校では高校を卒業した方や再就職を希望する方などを対象に、専門的な知識や技能を身につける 

職業訓練を実施し、県内ものづくり産業への就職を支援しています。 

 新居浜産業技術専門校及び宇和島産業技術専門校で、校内見学や技能体験ができるオープンキャンパスを開催しますの

で、ぜひご来校ください！ 

概要 

 

対 象 者：高校生、既卒者、一般、保護者の方  々

参 加 料：無料 

コンテンツ：施設見学、カリキュラム説明、技能体験 

 

＜新居浜産業技術専門校＞ 

開催日時：令和５年７月21日（金）9：00 ～ 12：00 

開催場所：新居浜産業技術専門校（〒792-0060 新居浜市大生院1233-2） 

●技能体験一覧 

・メカトロニクス科         ・自動車整備科         ・メタル技術科 

レーザー切断機を使ってみよう！   自動車の仕組みを見てみよう！  ステンレスハンガーを作ってみよう！ 

 

 

 

 

 

（定員10名）           （定員20名）           （定員10名） 

 

＜宇和島産業技術専門校＞ 

開催日時：令和５年７月28日（金）9：00 ～ 12：00 

開催場所：宇和島産業技術専門校（〒798-0027 宇和島市柿原甲1712） 

●技能体験一覧 

・住まいづくり木工科             ・アパレルビジネス科          

環境にやさしい「マイ箸」を作ってみよう！   夏を快適に…「ゆるりTシャツ」を作ってみよう！ 

 

 

 

 

 

（定員10名）                   （定員10名）        

オープンキャンパスへの参加を希望される方は、各産業技術専門校までお電話をお願いします。 

新居浜産業技術専門校 TEL 0897-43-4123 

宇和島産業技術専門校 TEL 0895-22-3410 
 
その他のお問い合わせについても、各産業技術専門校へお問い合わせください。  

申し込み方法 

 

開催内容 

 



 
  
 

○愛媛県では、「優秀勤労障がい者」の知事表彰を行っています。 

 

 

 

 

 

 

○ご本人のためにもご推薦ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○表彰式があります。（予定） 

 

 

 

 

本表彰の趣旨をご理解いただき、積極的なご推薦をお願いいたします。 

 

 愛媛県では、一般の事業所に勤務されている障がい者の方で、その障がいを克

服し、「職業人」として活躍されている方を、「優秀勤労障がい者」として表彰し、

そのご努力を広く県民に周知することで、ご本人をはじめ、障がい者の方の労働意

欲の向上を図り、ひいては障がい者の雇用促進につなげたいと考えております。 

 障がい者の方のこれまでのご努力に対する表彰であり、ご本人の励みにもなり

ますので、積極的なご推薦をお願いします。 

推薦期限・・・令和５年８月１８日（金） 

 推薦方法・・・「推薦書」に必要事項をご記入の上、障害者手帳又は療育手帳の

コピーを添付して、下記住所宛てにご郵送ください。（推薦書の

様式は、県のＨＰに掲載しています。検索→「愛媛県 優秀勤

労障がい者知事表彰」） 

※ 推薦いただいた方全員が表彰されるものではありません。なお、受賞された方にのみ

ご連絡いたしますのでご了承ください。 

※ これまでに推薦いただいた方で、未受賞の方を、再度、推薦いただくことも可能です。 

※ 同一事業所からの受賞者は、各年度１名のみとなりますのでご了承ください。 

推薦に当たっては、必ずご本人の了解を得て、推薦してください。 

また、受賞者は表彰式の後、県のホームページ等で、氏名・勤務先が公表さ

れますのでご了承ください。 

 令和５年１０月開催予定の「高齢・障がい者雇用フェスタ inえひめ」において、

表彰式を実施します。（愛媛県県民文化会館） 

（お問合せ先、推薦書送付先） 

〒790-8570 松山市一番町４丁目４－２ 愛媛県産業人材課 

 TEL：089-912-2505 FAX：089-912-2508 E-mail：sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp 

 

「優秀勤労障がい者」知事表彰の推薦募集中！ 



  

 

≪概要≫ 

愛媛県では、女性が自らの能力を発揮して正社員として活躍でき
るよう、「えひめの女性おしごと応援プロジェクト」を展開中！ 

本プロジェクトでは、「事業者向け支援」、「女性求職者向け支援」、「紹介予定派遣制

度を活用した支援」の３つの支援を通じて、女性の良質で安定的な就労の実現や人手

不足に悩む県内企業の人材確保をサポートします。 

≪プロジェクトの内容≫ 

【事業者向け支援】 

○ダイバーシティセミナー（ZOOM オンライン開催） 

 7 月 5 日（水）14：00～16：00 

 ※秋ごろにも開催予定 

○中小企業診断士等の専門家派遣 

【女性求職者向け支援】 

○ｷｬﾘｱﾌﾞﾗﾝｸ者の職場復帰支援セミナー 

○県内企業の魅力発見セミナー 

○職場見学・マッチング交流会 などを予定 

【紹介予定派遣制度を活用した支援】 

○就職に必要なビジネススキル等の習得支援 

○キャリアコンサルタントによる職業相談 

○人材マッチングの支援 

≪専門家派遣による受入環境整備支援のご案内≫ 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】（TEL）089-947-0038 （メール）ehime-seikikoyou@crie.co.jp 

  

 

「えひめの女性おしごと応援プロジェクト」展開中！ 

専用サイト 公式 LINE 

https://ehime-
joseikoyoushie
n.jp 



 

≪概要≫ 

 
愛媛県では、県内産業を支える中核人材となる大学生等の県内定
着やＵＩＪターン就職を促進するため、県内の登録企業に就職し
た場合に、県と登録企業が出捐した基金により、奨学金の返還を
助成する制度（愛媛県中核産業人材確保のための奨学金返還支援
制度）の登録企業を募集しています。 
 
本制度の趣旨に賛同いただける県内企業のみなさまは、 
ぜひご登録をお願いします！ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
～詳細はコチラ（県 HP）～ 

https://www.pref.ehime.jp/h30580/syougakukinn/kigyoubosyu.html 

 
≪登録申請≫ 

登録申請フォームから電子申請をお願いします。 

（登録申請フォーム URL） 

https://logoform.jp/form/XG6n/kigyoutourokushinsei 

愛媛県中核産業人材確保のための奨学金返還支援制度 
登録企業を募集しています！ 

https://www.pref.ehime.jp/h30580/syougakukinn/kigyoubosyu.html
https://logoform.jp/form/XG6n/kigyoutourokushinsei


l
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≪会議関係≫ 

○    ６月２日 第 132６回公益委員会議 

  「三者会議（6/16）の本県提出議題について」など１件 

○    ６月９日 全国労働委員会会長連絡会議（茨城県） 

「不当労働行為審査（調査）におけるウェブ会議の利用について」 

○    ６月１６日 第 110回四国労働委員会協議会総会（徳島県） 

 「使用者が個別職員との話し合いには馴染まないと主張する案件に関しての個

別あっせんの進め方について」など３件 

○    6月２３日 第 1219回愛媛県労働委員会総会 

 「争議行為の予告について」など５件 
 
 
 

≪個別的労使紛争関係≫ 
   

○ 労働相談 
 

  相談者数 相談件数 

６ 月 ３０ ５６ 

累計（４月～） ７５ １４３ 

※相談者数と相談件数は、相談事項が複数にわたることがあるため一致しない。 

 
 

 

労働委員会の窓（令和５年６月分） 



厚生労働省が設置した労災特別介護施設

ケアプラザは、労働災害により重度（原則、障害等級１級から３級

まで） の障害を負った皆様のために厚生労働省が設置した労災特別介

護施設です。

当ケアプラザは、 全国の８施設の中で、 最も新しい施設で、 敷地面

積約７,０００坪、地上３階建て建物約３,５００坪、定員９ ０名です。

施設は、 大小の島々が浮かぶ瀬戸内海のほぼ中央の海岸近くにあり

ます。気候は非常に温暖で、比較的台風の被害も少なく、太平洋側と

較べると雨も少ない所です。

所在する新居浜市は、 愛媛県の中でも東部に位置し、 施設は市内東

部にあります。最寄りの医療機関としては、通院バスで１ ５分～ ２ ０

分くらいの所に愛媛労災病院などがあります。 市内中心部へも同程度

の所要時間です。

愛媛県は「みかん王国」と言われますが、所在する新居浜市は、「住

友」の発祥の地であります。元禄年間（１ ６ ９ １年）に「別子銅山」

が開坑し、工業都市として発展してきました。



愛媛労災特別介護施設（ケアプラザ新居浜）のご案内 
 

１ ケアプラザ新居浜とは 

ケアプラザ新居浜は、労災事故により重度な障害をこうむられた方々に、安心してい

きいきとした生活を営んでいただくため、厚生労働省が全国８か所に設置した介護施設

で、四国では新居浜市に設置されているものです。 

ケアプラザ新居浜は、平成 13 年以降 20 年にわたり、一般の高齢者介護施設などで

は対応が難しいとされている、せき髄損傷、けい髄損傷、頭部外傷等の傷病・障害の特

性に応じた適切で専門的な介護サービスを 24 時間体制で提供することについて、豊富

な経験と実績を有しています。 
 
２ 入居ができる方は 

ケアプラザに入居できるのは労災年金受給者で、障害等級又は傷病等級が１級から３

級に該当し、居宅において介護が困難と認められる方です。 

なお、60 歳以上で障害等級４級程度に該当する方等で、居宅での介護が困難な場合

は、特例的に入居が認められる場合があります。 
 
３ 定員や介護サービスは  

 ケアプラザ新居浜は、定員 90 人（個室 70 室、多床室 4 人×5 室）で看護師と介

護士が交替制により、入居者の障害・傷病の状態にあわせて、食事介助、排せつ介助や

入浴介助など日常生活の介護サービスを提供しています。また、リハビリ専門職によ

るリハビリテーションも行っています。 

居室（個室）は約 30m2 の広さで、ベッド、バス（一部シャワー）、トイレ、洗面所、

簡易なユニットキッチン、ナースコール（通報装置）等を完備しています。 
 
４ 入居の費用は 

 入居に要する費用は、施設利用料（いわゆるホテルコスト）と介護費の合算額となり

ますが、介護費については、同額の介護（補償）給付が厚生労働省から後日支給される

ため、入居者の方の実質的な負担はありません。 

年収（代表例） 

施設利用料（月額）（個室の例） 

扶養親族なし       
扶養親族１人 
（42％減額） 

扶養親族２人 
（53％減額） 

扶養親族３人以上 
（58％減額） 

1,200,000 円 57,000   33,000    33,000      33,000 

1,600,000 円 72,000   42,000    42,000 33,000 

2,000,000 円 105,000 57,000    42,000 42,000 

2,800,000 円 140,000    72,000    57,000 57,000 

3,000,000 円 160,000    89,000    72,000 57,000 

3,400,000 円 180,000   105,000    72,000 72,000 

 
５ 入居者の募集 

現在、入居者を募集しておりますので、労災

年金を受給されている方から施設入所の相談

がありました際には、選択肢の一つとしてご紹

介いただければ幸いです。 

名  称：愛媛労災特別介護施設(ケアプラザ新居浜) 

所 在 地：愛媛県新居浜市阿島１丁目３番 12 号 

問合せ先：TEL(0897)67-1122〔担当〕総務課 

 

 











事業主のみなさまへ

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現

の理念の下、全ての事業主に、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります。

この法定雇用率の引上げと、障害者雇用の支援策の強化についてお知らせいたします。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化について

令和５年度 令和６年４月 令和８年７月

民間企業の法定雇用率 ２.３％ ⇒ ２.５％ ⇒ ２.７％

対象事業主の範囲 43.5人以上 40.0人以上 37.5人以上

◆ 毎年６月１日時点での障害者雇用状況のハローワークへの報告

◆ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」の選任（努力義務）

障害者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。（令和６年４月以降）
Point
①

▶障害者を雇用しなければならない対象事業主には、以下の義務があります。

LL050301雇障01

除外率が、各除外率設定業種ごとにそれぞれ10ポイント引き下げられ、令和７年４月１日から以

下のように変わります。(現在除外率が10％以下の業種については除外率制度の対象外となります。)

除外率設定業種 除外率

・非鉄金属第一次製錬・精製業 ・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く） ５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む） １０％

・港湾運送業 ・警備業 １５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 ２０％

・林業（狩猟業を除く） ２５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ３０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く） ３５％

・石炭・亜炭鉱業 ４０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ４５％

・幼稚園 ・幼保連携型認定こども園 ５０％

・船員等による船舶運航等の事業 ７０％

除外率が引き下げられます。（令和７年４月以降）
Point
②



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

Ｑ１． 障害者雇用納付金の取扱いはどうなるのでしょうか？

Ａ１． ①令和６年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和７年４月１日から同年５月15日までの間）

新しい法定雇用率（2.5％）で算定していただくことになります。

②令和８年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和９年４月１日から同年５月17日までの間）

令和８年６月以前については2.5％、

令和８年７月以降については2.7％で算定していただくことになります。

Ｑ２． 障害者を雇用する場合に活用できる支援制度はありますか？

Ａ２． 障害者雇用のための各種助成金や職場定着に向けた人的支援など、様々な支援制度をご利用いただけます。サポー

トを実施している機関は様々ありますので、まずは事業所管轄のハローワークにご相談ください。

▶「障害者雇用のご案内」：https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf

Ｑ ＆ Ａ

障害者雇用における障害者の算定方法が変更となります。
Point
③

▶精神障害者の算定特例の延長（令和５年４月以降）。

週所定労働時間が20時間以上30時間未満の精神障害者について、当分の間、雇用率上、雇入れか

らの期間等に関係なく、１カウントとして算定できるようになります。

▶ 一部の週所定労働時間20時間未満の方の雇用率への算定（令和６年４月以降）。

週所定労働時間が10時間以上20時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害者につ

いて、雇用率上、0.5カウントとして算定できるようになります。

障害者雇用のための事業主支援を強化（助成金の新設・拡充）します。
（令和６年４月以降）

Point
④

▶雇入れやその雇用継続に関する相談支援、加齢に伴う課題に対応する助成金を新設します。

◆ 障害者雇用に関する相談援助を行う事業者から、原則無料で、雇入れやその雇用継続を図るた

めに必要な一連の雇用管理に関する相談援助を受けることができるようになります。

◆ 加齢により職場への適応が難しくなった方に、職務転換のための能力開発、業務の遂行に必要

な者の配置や、設備・施設の設置等を行った場合に、助成が受けられるようになります。

▶ 既存の障害者雇用関係の助成金を拡充します。

障害者介助等助成金（障害者の雇用管理のための専門職や能力開発担当者の配置、介助者等の能力

開発への経費助成の追加）や職場適応援助者助成金（助成単価や支給上限額、利用回数の改善等）

の拡充、職場実習・見学の受入れ助成の新設など、事業主の皆様の障害者雇用の支援を強化します。

※詳細が決まり次第、別途ご案内予定

Ｑ３． 法定雇用率及び除外率制度について、国や地方公共団体等の取扱いはどう変わりますか？

Ａ３． 国や地方公共団体等の法定雇用率については、令和５年度は2.6％、令和６年４月1日から2.8％、令和８年７月１

日から3.0％と民間企業と同様に段階的に引き上げとなります。除外率制度についても、同様に10ポイント引き下げ

られます。

なお、都道府県等の教育委員会の法定雇用率については、令和５年度は2.5％、令和６年４月1日から2.7％、令和

８年７月１日から2.9％となります。

https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf


愛媛労働局 職業安定部

☆ 令和６年３月新規学校卒業予定者の採用選考が次のとおり開始されます。

高　等　学　校 大学・短大・高専等

推　薦　開　始  ９月 ５ 日以降（文書到達主義）

採用選考開始  ９月１６日以降 ６月１日以降

採用内定開始  ９月１６日以降 １０月１日以降

☆ 次の事項について質問や作文を課すこと等は、就職差別につながるおそれがあります。

　 応募者の適性・能力を基準とした公正な採用選考を行ってください。

１　就職差別につながるおそれのある項目及び理由

２　採用選考時の健康診断の検査項目

公正な採用選考についてのお願い

中　学　校

１月 １ 日以降

１月 １ 日以降

１月 １ 日以降

　戸籍謄（抄）本の提出
　本籍・出生地を把握することとなり、就職差別につながるおそれがあり
ます。

　社用紙の使用

　採用選考は応募者の職務能力を基本に行われるべきであり、家庭環境や
家族の職業、資産の有無などは採用選考に際しては不要であり、プライバ
シーを侵害するおそれがあります。

　身元（家庭）調査
　家族の職業、続柄、健康
　家族の地位、学歴、収入
　家族の資産
　住居状況（部屋数、間取り）
　宗教

　これらは憲法で保障された「信教」、「思想及び良心」、「信条」の自
由等を侵害するおそれがあります。

　支持政党
　生活信条
　尊敬する人物 　尊敬する人物を通して、生活信条や思想を調査することになります。

　　検査項目は職務を遂行するための適性と能力を判断するために行うものであり、基本的には本人の

　入社後に実施していただくものです。

　　従って、採用選考時における必要限度を超えた検査、特に血液検査及び尿検査等は本人の適性と能

　力を判断するうえで関係のない事項ですので、御留意願います。

　思想 　憲法で保障された思想及び良心の自由を侵害するおそれがあります。
　本籍、生まれ育った場所、 　出生地や育った所は、本人の責任に帰さないことです。通勤経路として

の自宅までの道順は、入社後必要に応じて把握すれば足りることです。　自宅までの道順
　生活環境に関する作文

　作文を通じて上記の項目を把握することになり、それに基づいて人物を
評価しようとする考え方に結びつくおそれがあります。

　　（生い立ち、私の家庭、
　　父・母を語るなど）



不妊治療と仕事の両立について
なぜ、両立支援が必要なのでしょうか。
〇 不妊治療を経験した方のうち16％（男女計（女性は23％））が、不妊治療と仕事を両立できずに離職しています。
〇 両立に困難を感じる理由には、通院回数の多さ、精神面での負担の大きさ、通院と仕事の日程調整の難しさがあります。
〇 労働者の中には、治療を受けている事を職場に知られたくない方もいます。
職場内では、不妊治療についての認識があまり浸透していないこともあります。

⇒企業には、不妊治療を受けながら安心して働き続けられる職場環境の整備が求められます。

不妊治療と仕事の両立支援策のご紹介
中小企業事業主の方への助成金
働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）
生産性を向上させ、労働時間の縮減や年次有給休暇の促進に向けた環境
整備に取り組む中小企業事業主の皆さまを支援する助成金です。
不妊治療休暇制度を導入したい場合に活用できます。

両立支援等助成金（不妊治療両立支援コース）
不妊治療と仕事との両立に資する職場環境の整備に取り組み、不妊治療
のために利用可能な休暇制度や両立支援制度を労働者に利用させた中小企
業事業主の皆さまを支援する助成金です。
労働者が休暇制度・両立支援制度を利用した場合に活用できます。

助成金の支給要件の詳細や具体的な手続き、各種申請書のダウンロードはこちら
厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14408.html

不妊治療を受けながら働き続けられる職場
づくりのためのマニュアル（事業主向け）

不妊治療と仕事との両立サ
ポートハンドブック
（本人、職場の上司、同僚向け）

不妊治療連絡カード
不妊治療を受けている従業員等が、企業

側に、不妊治療中である事を伝える際や、
企業独自の制度等を利用する際に使用する
等、仕事と不妊治療との両立を行う従業員
と企業の方をつなぐツールとしてお役立て
ください。

不妊治療と仕事との両立がしやすい環境整備に取り組
む企業を認定します！

厚生労働省では、次世代育成支援対策推進法に基づき、
「くるみん」等の認定を受けた企業が、不妊治療と仕事と
の両立にも積極的に取り組み、一定の認定基準を満たした
場合に、３種類のくるみんにそれぞれ「プラス」認定を追
加して認定しています。
愛媛のプラス認定企業は

愛媛労働局ＨＰをチェック！！

事業主のみなさま

【問い合わせ先】愛媛労働局 雇用環境・均等室
電話 ０８９（９３５）５２２２



愛媛労働局からのお知らせ

「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」
（フリーランス・事業者間取引適正化等法）が可決成立しました

令和５年２月24日に「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリーランス・事業者間
取引適正化等法）（令和５年度法律第25号。以下｢法｣という。）が第211回国会に提出され、４月28日
に可決成立し、５月12日に公布されました。
法は、公布の日から起算して１年６か月を超えない範囲内において政令で定める日に施行することとさ

れており、個人で働くフリーランスに業務委託を行う発注事業者に対し、業務委託をした際の取引条件の
明示、給付を受領した日から原則60日以内での報酬支払、ハラスメント対策のための体制整備等が義務付
けられることとなります。

法の内容は、厚生労働省ホームページをご覧ください →



男女間の賃金格差解消に向け
女性の活躍に関する「情報公表」を進めましょう！

男女の賃金差異の情報公表に係る企業の好事例を紹介しています！！
厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html

男女間賃金格差は、長期的に見ると縮小傾向にありますが、依然として大きい状況にあります。

男女間賃金格差の現状を踏まえて、更なる縮小を図るため、令和４年７月８日に女性活躍推進法に関する制度改正がされ、情報公表項目に「男
女の賃金の差異」を追加するともに、常時雇用する労働者が301人以上の一般事業主に対して、当該項目の公表が義務づけられています。
中小企業のみなさまも、女性活躍に関する取組を進めるとともに、情報を積極的に公表していくことが望まれます。
情報公表には、「女性の活躍推進企業データベース」を活用し、自社の情報公表を進めましょう。

【問い合わせ】
愛媛労働局 雇用環境・均等室
電話 ０８９（９３５）５２２２

利用
無料



   

 

 

≪概要≫ 

再就職を希望される方を対象に、新たな技能・技術及び専門知識
を身につけるため、ポリテクセンター愛媛を会場に職業訓練を実
施しており、令和５年度 10月期生を募集します。 

 

≪募集内容≫ 

○募集科名  「機械ＣＡＤ／ＮＣ科」 

「溶接ものづくり科」 

「電気設備技術科」 

「住宅・福祉リフォーム科」 

○訓練期間  ６ヵ月（令和５年10月３日～） 

○募集期間  令和５年７月25日～８月 28日 

○受講対象者 雇用保険受給資格者などの求職者の方でハローワークの受講指示・

推薦等を受けられる方 

○受講料   無料（教科書、作業服等の自己負担あり） 

 

 

 

ポリテクセンター愛媛 〒791-8044 松山市西垣生町２１８４ 

TEL 089-972-0329（訓練課） 

https://www3.jeed.go.jp/ehime/poly/ 

 

 

ポリテクセンター愛媛 １０月期生募集 

お問い合わせ先 

https://www3.jeed.go.jp/ehime/poly/

